
第4章 健康安全研究センター食品監視部門(食 品機動監視班等)に よる監視事業

7容 器包装から食品に移行する内分泌かく乱化学物質の実態調査

(1)調 査目的

ビスフェノールA及 びノニルフェノールは内分泌かく乱

作用の疑われる化学物質の中でも動物への影響が比較的濃

厚に疑われてきた。環境省では平成10年 以来 「環境ホルモ

ン戦略計画SPEED'98」 に沿って、内分泌かく乱作用が疑わ

れた67物 質のうちビスフェノールA、 ノニルフェノール等

の19物 質について、メダカとラットを用いた試験により生

物への影響を調査している。その結果、メダカのライフサイ

クル試験ではノニルフェノールとオクチルフェノールが内

分泌かく乱作用を有することが強く推察されたが、ラットの

1世代試験では、19物質すべてに明らかな内分泌かく乱作用

は確認されないとの結論が出された。しかし、これらの物質

の人への安全性が証明された訳ではないとする専門家も少

なくなく、都民の不安は依然、払拭されていない。

一方、EUで は環境保護の観点から、指令 「2003/53/EC」

によって「有害物およびその調製品の販売と使用の制限に関

する理事会指令76/769/EEC」(1976年 公布)の26次 修正を

行い、2005年1月 からノニルフェノールとノニルフェノー

ルエ トキシレー トの販売と使用を禁止している。日本におい

ても、合成樹脂や界面活性剤等の一部業界団体では内分泌か

く乱化学物質に関する自主規制の動きがみられるが、食品業

界においてはこうした情報自体が十分に周知されていない。

ビスフェノールAは エポキシ樹脂やポリカーボネー トの

原材料の一つであり、塩化ビニル樹脂の安定剤の分解物であ

る。また、ノニルフェノールはプラスチックの酸化防止剤 ト

リス(ノ ニルフェニル)フ ォスファイ ト(TNPP)の 分解物で

ある。これらの物質を含むプラスチックが容器 ・包装の原料

やコーティング材、接着剤として使用されると、分解生成物

や不純物としてプラスチックに含まれていたビスフェノー

ルAや ノニルフェノールが内容食品中に移行することがあ

るため健康影響が懸念 される。

内分泌かく乱化学物質は発達中の未熟な脳と神経系に対

する作用が最も危惧されることから、乳幼児や妊産婦も摂取

する機会の多いベビーフー ド及び菓子類を対象としてビス

フェノールA、及びノニルフェノール移行実態調査を行った。

(2)調 査方法

ア 調査期間及び調査対象

(ア)ベ ビーフー ド

平成16年5月 に8月 にかけて都内で市販されていた

33品 目についてビスフェノールA及 びノニルフェノー

ルを検査した。うち3品 目は過去にビスフェノールAを

検出した製品の別ロット品であり、他の30品 目は検査

履歴のない製品を検査した。

また、ノニルフェノールは脂溶性であることか ら、栄

養成分表示 に基づき脂肪分を1%以 上含む 旨の表示 が

あるものを検体 とした。

(イ)菓 子等の加工食品容器

平成16年5月 か ら7月 にかけて都 内で市販 されてい

たアイスク リーム類、洋生菓子等のポ リスチ レン製容器

30品 目についてノニルフェノール を検査 した。ノニルフ

ェノールを検出 した製 品については食品擬似溶媒への

溶出試験及び内容食品の検査 を実施 した。

イ 検査方法

(ア)食 品中のビスフェノールA

宮川 ら1)の 方法(定 量限界1.0ng/g)

(イ)食 品中のノニルフェノール

佐々木 ら2)の 方法(定 量限界5.0ng/g)

(ウ)容 器 ・包装中のノニルフェノール

a材 質試験

船山 ら3)の 方法(定 量限界0.2μg/g)

b溶 出試験

材質中にノニルフェノール含有が確認 された試料に

ついて食品擬似溶媒を満た して溶出 し試験溶液 とし、

船 山 ら3)の 方法 に準 じて 検査 した。(定 量 限 界

5ng/ml(溶 出液))

(エ)離 型剤 中のノニルフェノール

試料をメタノールで希釈 し、混和 したエマル ジ ョンを

GC/MSお よびHPLC-ECDに 注入 した。(定 量限界0.1μ

g/g)

ウ 検査機 関

食品化学部 食品成分研究科

食品添加物研究科

(3)結 果 及び考察

ア ベ ビーフー ド中の ビスフェノールA

表1に 示すよ うに調査 した33品 目のいずれか らも検出

されなかった。この うち3品 目は平成14年 に1.2-5.0ng/g

の ビスフェノールAを 検出 した製品であ り、それぞれの

製造者 は混入の原因となった塩化 ビニール製配管の交換、

塩化 ビニール製パ ッキンの素材変更、原材料の缶詰(接

着部にエポキシ樹脂使用)の 使用中止を行 ってい る。15

年 度の調査に引き続 き、今回の検査でもこれ らの製品か

らビスフェノールAを 検出 しないことが確認 された。

イ ベビーフー ド中のノニルフェノール

表1に 示すよ うに、ビスフェノールAの 検査に併せて30

品 目のベ ビーフー ドについて、ノニルフェノールの検査を

併せて実施 したがすべて不検出であった。
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表1ベ ビーフード中のビスフェノールA及 びノニルフェノール調査結果

※1定 量限界1.0ng/g、 ※2ng/g、 ※3定 量限界5.0ng/g

表2加 工食品容器材質中のノニルフェノール検査結果

※1定 量 限界0.2μg/g、 ※2乳 酸 菌飲料 ・ク リー ム等

ウ 加 工食品及び容器中のノニル フェノール

表2、 表3に 示す ように、容器の材質試験では30検 体中

8検 体よりノニル フェノールが0.4～660μg/g検 出 された。

検出されたのはアイスクリーム類容器 が6検 体、氷菓容器

が2検 体である。4検 体については表4に 示すように個体

間の検出値にば らつきがみられた。

表3に 示す ように、食品擬似溶媒による溶出試験 では、

n-ヘ プタン(油 脂及び脂肪性食品擬似溶媒)で6検 体よ り

7.5-760ng/cm2、20%エ タノール(酒 類擬似溶媒)で2検 体

か ら7.3-9.5ng/cm2が 検 出された。

容器からn-ヘ プタンヘ ノニル フェノールの溶出が認 め

られた6品 目について内容食品を検査 したところ、食品か

らは検 出しなかった。

容器の材質試験でノニルフェノールを検出 した8品 目に

ついて、食 品製造者を通 じて、容器の原材料 、添加剤につ

いて調査 を行い、その結果を表5に 要約 した。

容器製造者X社 の製造 したアイスク リーム類容器No.1、2、

3とY社 の製造 した氷菓容器No.18の4品 目にはスチレン ・

ブタジエ ン共重合体(SBC)が 使 用 されていた。 このSBC

は16年3月 に当班が行った調査で、X社 とは別の容器メー

カーが製造 したアイスク リー ム類カ ップにおいて ノニル

フェノール混入の原因 となっていた樹脂 メーカーの製品
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である。16年3月 末に、この樹脂メーカーは酸化防止剤 を

変更 したSBCをX社 に供給するようになった。また、Y社

はTNPPか らノニル フェノールが生成す ることを探知 した

ため、15年1月 から樹脂メーカーに非TNPP酸 化防止剤使

用のSBCを 納入 させていた。

今回、検体を購入 した16年5-7月 はX社 のSBCが 変 更

されてから数ヶ月 とい うこともあって、TNPP添 加SBCを 原

料 とした容器入 りのアイ スクリー ム類が店頭に残 ってい

た と思われ る。こうしたことから表4の 検体No.1及 びN0.2

の個 体1、2、3はTNPPを 添加 したSBCを 原料 として製造

された容器である と推定 される。

また、当該SBCは 外 国の工場で製造 されているが、 日本

の食品容器メーカー向けのTNPPを 使 用 していないSBCと 、

諸外国や非食品容器向けのTNPPを 添加 したSBCと が同一ラ

インで製造されている。 このため、製造ラインにおいて非

TNPP酸 化防止剤使用SBCにTNPPと そ の分解物ノニルフェ

ノールの混入が起こり得 る。Y社 が製造 した表5のNo.18は

このよ うなSBCを 使 用 したことによ り比較的低濃度 のノ

ニル フェノールを検出したもの と推定 される。

一方
、表5のX社 製品6検 体にはエマルジョン型離型剤

が使用 されてい る。 この離型剤にはジメチルポ リシロキサ

ンを乳化す るために界面活性剤 としてノニルフェニルエ ト

キシ レー トが3%配 合 されてい る。離型剤製造者 と容器製

造者か らこの離型剤を入手 し、検査 したところ、表6に 示

す ように1.5-4.5μg/gの ノニル フェノールを検出 した。

SBCが 配 合 されていない表5のNo.4、5、6か ら検 出され たノ

ニル フェノールについては、離型剤中のノニル フェノール

がX社 の容器 に移行 している可能性がある。

表3のNo3、 表4のNo.1、2で 比較的低濃度の ノニル フェ

ノールを検出 した個体については原料SBCま た は離型剤の

いずれかが原因 と考えられ るが、特定はできなかった。

表3加 工食品容器中のノニルフェノール

※1PS:ポ リスチ レン,PS(B):PSに 少 量の ブタ ジエン を含 ん だ耐衝 撃性PS、MS:メ タ ク リル酸 メチル ・スチ レン共 重合 物,MS(B):MSに 少

量 のブ タ ジエ ンを含 ん だ樹脂 、※2定 量 限界0.2μg/g、 最高値 を示 してお り、個体 ご との値 が ば らつい てい る検 体 は表2-2に 示 した。

※3定 量 限界5ng/ml(溶 出液)、 ※4定 量限 界5.0ng/g

表4加 工食品容器中のノニルフェノール ※

※材 質試 験、 定量限界0.2μg/g、 単 位 μg/g
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表4のNo2の 未使用容器であって製造時期とロットが16

年7月 、8月 と特定できる検体のノニルフェノールを同じ

表にNo2-2、2-3と して示した。同一ロット内の検出値は近

似しているにもかかわらず、ロット別の検出値はばらつい

ている。この原因としては前述の原料SBCの ノニルフェノ

ール汚染または、離型剤希釈使用時の秤量のばらつきを反

映したものと考えられる。容器メーカーからの聴き取り調

査によると、離型剤の希釈倍率は厳格な管理が行われてい

ないということである。

表5に 示したZ社 のNo.19氷菓容器についてはSBCや 離型

剤の使用がなく原因は特定できなかったが、6個 試験した

中で1個 だけから微量検出していることから、偶発的汚染

であると思われる。

表5ノ ニルフェノールを検出した加工食品容器の製造者、

原料樹脂、エマルジョン型離型剤使用の有無

※1材 質試験 、 μg/g、

※2GPPS:汎 用 ポ リス チ レンHIPS:耐 衝 撃性 ポ リスチ レンSBC:

ス チ レン ・ブ タジエ ン共重合体

なお、今回の調査でノニル フェノールを検出 した食品メ

ーカーのうち原因がほぼ特定できた5社 は、容器メーカー

にノニルフェノール対策を要求してい る。容器メーカーに

おいてもこれに対応 して、ノニルフェノール汚染 のない

SBC使 用や、非 ノニル フェニルエ トキシレー ト界面活性剤

使用の離型剤への切 り替えを行っている。

また、今回、容器からアイスクリームや氷菓へのノニル

フェノールの移行が認 められなかった原因は、製造工程 に

おいて、チ ョコ レー トソースを加 えるものを除いては-3～

-6℃で充填が行われ20～40分 以内に凍結が行われるため、

内容食品が液状で接触する時間が極めて短いことによると

思われる。

夷6エ マルジ ョン型離型剤 中のノニルフェノール

※ μg/g、 定量 限界0.1μg/g

(4)ま とめ

現在市販 されている主要7社 のベ ビーフー ドは乾燥品を除

くと約400品 目であ り、平成14年 度以来実施 してきた本調査

において、その約23%を 検 査 したことになる。ベ ビーフー ド

の製造者は、東 京都が実施 した検査結果に対応 して、ビスフ

ェノールAの 自主規制を行 ってお り、容器 ・包装、原材料、

製造機器類のビスフェノールAフ リー化 を進めている。今回

の調査結果においてもこのことが反映 されてい ると思われる。

ノニル フェノールについては、13年 度の調査において、プ

ラスチ ック製品の中でもポ リスチ レン製品において検出率 ・

検出値 ともに高い傾向が認め られた。業界団体の日本ポ リス

チ レン工業会によると、ポ リスチ レン国内需要の9割 以上を

供給 している国内メーカーは、平成13年 以降、汎用ポ リスチ

レン、耐衝撃性ポ リスチレンの酸化防止剤をTNPPか ら他の代

替物質に切 り替えているとのことである。15・16年 度 に100

μg/gを 越 えるノニルフェノールを検出した容器はいずれ も

外国製のSBCを 使用 していたが、この樹脂 メーカー も14年 秋

か ら日本の食品容器 メーカー向けにはTNPPを 使 用 しないSBC

を開発 している。また、今回、微量のノニル フェノール汚染

の原因にな り得ることが判明 した、エマルジ ョン型離型剤の

メーカーは、現在、当該離型剤 の販売を中止 し、ノニル フェ

ノールエ トキシレー ト以外の界面活性剤に切 り替えた製品を

販売 している。こうした対策が関係各業界全体に浸透すれば、

食品に移行 し得 るような、高濃度のノニルフェノールを含む

食品容器はほ とん ど流通 しな くな るものと思われ る。次年度

はこれまで未調査であったそ うざい類等の容器について調査

を拡大す る予定である。
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8ア レルギー物質の非意図的混入調査及び表示適正化の徹底(ア レルギー物質表示検査における 「判断樹」の検討)

(1)は じめに

平成13年3月 食品衛生法の省令改正により、小麦・そば ・

卵 ・乳及び落花生の5品 目(特定原材料)を含む食品は、そ

の旨の表示をすることが義務づけられた。

さらに、平成14年 厚労省より 「アレルギー物質を含む食

品の検査法」が通知された。そのなかで、すべての検査に

おいて必ず製造記録の確認をするよう規定し、表示確認の

方法として 「判断樹」を示している(図-1)。

食品によるアレルギー事故を未然に防止する手段として

特定原材料が含まれるか否かの表示による情報提供は、ア

レルギー患者にとってきわめて有効である。この表示制度

を適正に遵守させるためのチェックは行政の重要な責務で

ある。

そこで15年 度は、そば ・卵について検査を実施し、「判

断樹」の問題点を検討した。16年度は引き続き、乳 ・小麦 ・

落花生について製造業における製品の検査および製造記録

の確認をするとともに、卵 ・そばについては市販流通品を

検査 し、今後、アレルギー表示の監視を進めていく上での

具体的な留意点を検討 した。

(2)調 査期間

平成16年9月 から平成17年2月 まで

(3)調 査方法

ア 製品の検査

(ア)検 体の収集 ・検査項目等

a製 造業

都内の菓子製造業4施 設、食肉製品製造業1施 設、

計5施 設から、菓子 ・食肉製品 ・魚肉ねり製品等、計

35検 体を購入 し、特定原材料について、乳15検 体、

小麦10検 体、落花生10検 体を検査

b販 売店

販売店(スーパー)か ら、めん類 ・食肉製品 ・魚肉ね

り製品を計25検 体購入し、特定原材料について、そば

10検 体、卵15検 体を検査

(イ)検 査機関

本所:中 毒化学研究室(乳 ・卵)

多摩支所:食 品化学研究室(小麦 ・落花生 ・そば)

イ 検査結果に基づく調査

製造業で購入した検体については、製造所に立入 り製造

記録等の調査を実施した。市販流通品については、検査結

果を添付の上、製造所を所轄する自治体へ製造記録等の調

査を依頼 した。

(4)調 査結果

ア 検査結果

表-1の とおり、60検 体の検査を実施した。製品の表示

と検査の結果が異なった検体の内、表示があり検査結果が

陰性となったものが6検 体であった。公定法では10μg/g

以上検出したものを陽性としているが、陰性の6検 体の内、

4検 体は微量(10μg/g未 満)の特定原材料が検出された。

逆に表示がなく陽性となったものは2検 体であったが、確

認検査の結果、1検体は陽性、1検 体は陰性であった。

一方、表示がなく検査結果も陰性となった検体42検 体

中7検 体から微量の特定原材料が検出された。

警告表示については、特定原材料の表示のない44検 体

中14検 体(店頭表示を含む)に記載されていた。特に市販

流通品のめん類については10検 体中7検 体に 「そばを同

一工場で製造している」等の警告表示があった。

図-1判 断樹
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:表示内容と検査結果が一致しない検体表-1ア レルギー物 質検査結果(ELISA法)

イ 調査結果

検査結果に基づき、通知で示された判断樹(図-1)の枝(1)

～(9)に従い、製造記録の確認及び製造工程でのコンタミネ

ーションの可能性の有無について調査した結果は、以下の

とお りであった。

(1) 特定原材料表示あり→検査結果(+)(10検 体)

検体すべての製造記録に特定原材料の記載を確認で

きた。市販流通品の食肉製品で、原材料に 「卵殻カルシ

ウム」と表示がある検体があった。卵殻カルシウムは焼

成と未焼成がある。厚労省の通知で 「焼成」は卵として

の反応がないとされているにもかかわらず、検査結果は

陽性となった。もし、表示の卵殻カルシウムが 「焼成」

であれば、検査結果の陽性は他の原料に由来する。しか

しながら、当該品の表示には他に卵は見当たらなかった。

製造所を所管する自治体の調査の結果、原料として使用

された卵殻カルシウムは、原料規格書から 「未焼成」で

あること確認した。

(2) 特定原材料表示あり→検査結果(-)→ 製造記録

記載あり(4検 体)

表示内容と検査結果が異なるが、製造記録で特定原材

料の記載を確認した。うち、乳 ・小麦で3検 体から微量

(10μg/g未満)検 出されていた。原料規格書では、パ

ンの副原料に乳が、チャーシューの醤油に小麦が含まれ

ていた。一方、卵を検査したソーセージには、乾燥卵白

が0.3%配 合されているにもかかわらず、陰性のものが

あった。

なお、市販流通購入品2検 体については、調査回答待

ちで、製造記録に特定原材料の記載がなければ(3)になる

可能性もある。

(3) 特定原材料表示あり→検査結果(-)→ 製造記録記載

なし

該当なし。

(4) 特定原材料の表示なし→検査結果(+)→ 製造記録記

載あり

該 当な し。

(5) 特定原材料の表示なし→検査結果(+)→ 製造記録記

載なし→確認験査(+)(1検 体)

特定原材料が含まれているにもかかわらず、製造記録

の記載もれがあるケースと、特定原材料が原料として使

用されていないのにコンタミネーションにより製品か

ら検出されるケースが考えられる。

今回、落花生の確認検査が陽性となった油菓子につい

て、配合表 とすべての原料規格書を調査した結果、特定

原材料(落 花生)の 記載はなかった。一方、油菓子を製

造する際、落花生を含む製品を同一ラインで製造してい

た。製造ラインは清掃 しにくい構造である上、製造品目

が多く製造の切 り替え時の洗浄が十分でなかった。さら

に他の製品でも微量(10μg/g未 満)検出したものがあり、

製造工程でのコンタミネーションであると判定した。

ラインの清掃、落花生を含まない製品から製造するな

どコンタミネーションの防止策や、警告表示の記載の検

討について指導した。
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(6) 特定原材料の表示なし→検査結果(+)→ 製造記録記

載なし→確認検査(-)(1検 体)

乳の表示のないフランスパンがスクリーニング検査

で陽性となった。製造記録の調査をしたところ乳の記載

はなかったため、確認検査を実施 したところ陰性となっ

た。製造所の調査の結果、パンを製造する際、原料の調

合器具 ・ミキサー ・作業台が乳を含む製品の製造と共用

され、製品の切り替え時にも十分な洗浄をせず次の製品

を製造しており、コンタミネーションの可能性が高いと

判断し、専用器具の使用や洗浄方法の改善を指導 した。

(7) 特定原材料の表示なし→検査結果(-)→ 製造記録記

載あり→表示なしの根拠あり

該当なし。

(8) 特定原材料の表示なし→検査結果(-)→ 製造記録記

載あり→表示なしの根拠なし

該当なし。

(9) 特定原材料の表示なし→検査結果(-)→ 製造記録記

載なし(37検 体)

製造記録に特定原材料の記載がないことを確認した。

この中には、記録が存在 しないもの、記載内容が十分で

ないものも含まれている。他の自治体へ製造記録の調査

依頼をした中には記載 「なし」の回答で、その調査内容

が明確でないケースもあった。また、陰性 とされた37

検体中、微量(10μg/g未 満)検 出したものが7検 体あ

った。

(5)考 察 ・まとめ

判断樹に基づく調査を正確かつ実効あるものとするには、

製造記録の整備及びその内容にアレルギー物質の有無を明

確に記載することが基本となる。記載内容が十分でなかった

り、アレルギー物質の記載漏れを見逃すと判定を誤ることに

なる。

さらに、現検査法はアレルギータンパク質を検出する方法

であるため、偽陽性、偽陰性、反応阻害を生ずる可能性を十

分に考慮する必要がある。そのため、公定法では陽性を10

μg/g以上としている。しかし、表示がないが微量検出した

ものがある一方で、卵白が原料として3000μg/g含 有されて

いても陰性の検体もあった。また、スクリーニング検査は陽

性のものでも確認検査で陰性の検体もあった。

コンタミネーションは、アレルギー物質を使用 している製

造施設では、完全に防止することは極めて困難な現状である。

危害防止の対策として警告表示の方法もあるが、患者の選択

の幅を狭めることを考慮すると、製造ラインの洗浄、製造順

序の組立て、専用器具の使用等の防止策を指導することが大

切である。

これらのことを踏まえ、判断樹による調査を適切に進めて

いくためには次の点に留意する必要がある。((1)～(9)は判断

樹番号)

(1) 特定原材料表示あり→検査結果(+)

この場合、通知で製造記録の確認は省略できるとされ

ているが、表示内容を確認するためには記録の調査を可

能な限り実施することが必要と考える。

(2) 特定原材料表示あり→検査結果(-)→ 製造記録記載

あり

製造記録に記載があって検査結果で陰性になるケー

スである。表示と結果のズレに対する原因の追究が必要

となる。製造記録に特定原材料の記載があることを必ず

確認する。

(3) 特定原材料表示あり→検査結果(-)→ 製造記録記載

なし

特定原材料が配合されていないにもかかわらず表示

をしているケースであり、アレルギー患者の選択の幅を

狭める恐れがある。記録がないにもかかわらず表示をし

た理由につき調査する。配合表だけではなく、原料規格

書にも目を通し特定原材料の存在の有無を確認する。

(4) 特定原材料の表示なし→検査結果(+)→ 製造記録記

載あり

表示がないにもかかわらず、検査結果が陽性で、かつ、

製造記録に特定原材料の記載があるため表示義務があ

り違反となる。この場合、危害発生の恐れもあるため回

収等により、表示を早急に訂正する必要がある。

(5) 特定原材料の表示なし→検査結果(+)→ 製造記録記

載なし→確認験 査(+)

検査結果が陽性である原因を安易にコンタミネーシ

ョンと判断することなく、特定原材料の記載漏れがない

か製造記録を精査する。記載漏れが発見されれば、(4)と

なり表示の訂正が必要となる。コンタミネーションの可

能性が考えられる場合は、防止策及び警告表示を指導す

る。

(6) 特定原材料の表示なし→検査結果(+)→ 製造記録記

載なし→確認験 査(-)
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(5)と同様に、特定原材料の記載漏れがないか製造記録

を精査した上で、コンタミネーションの可能性が高い場

合については、防止策を指導する。コンタミネーション

が確認できない場合でも警告表示は可能である。

(7) 特定原材料の表示なし→検査結果(-)→ 製造記録記

載あり→表示なしの根拠あり

今回の調査ではこれまでのところ該当はなかった。製

造記録に記載があった場合には表示をしなかった根拠

を調査する必要がある。実測値や推計値で数μg/g含 有

レベルに満たない場合がその根拠となる。行政検査の結

果は根拠とは認められてない。

(8) 特定原材料の表示なし→検査結果(-)→ 製造記録記

載あり→表示なしの根拠なし

今回の調査ではこれまでのところ該当はなかった。こ

のケースは違反とならない。しかし、表示の訂正は求め

ないが、製造記録に記載があり表示をしなかった根拠が

ないならば、検査結果が陰性であっても、製造記録を尊

重し表示をするように勧奨する。

(9) 特定原材料の表示なし→検査結果(-)→ 製造記録記

載なし

記載内容が明確であれば、(7)又は(8)と判定されるべき

ものが、不明ということで(9)と判定されることもある。

判断樹においては、10μg/g未 満の検出は陰性とされる

が、陰性となるものの中にはコンタミネーションにより

微量検出されるものもある。製造記録への記載漏れがな

い場合、検査結果が陰性であっても微量検出しているも

のは、コンタミネーションの可能性が高いので、防止策

について指導が必要となる。
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9食 品衛生法上の 「器具」に関する表示の基準化に向けた検討について

(1)調 査目的

食品衛生法(以 下、「法」という。)上の表示は、消費者や

関係営業者にとって食品等に関する的確な情報を得ること

ができ、商品選択のうえで不可欠なものである。

さらに行政においては、違反や事故が発生した場合、責任

所在の追及、製品回収などの措置を迅速かつ効果的に行 うた

めに必要な規定でもある。

しかし、飲食器、調理器具等の器具(以 下、「器具類」と

いう。)については、表示の基準が定められていないため、

違反品の多くが製造者氏名などの責任所在を示す表示記載

がなく、調査過程で支障をきたした経緯がある。

一方、現在、消費者被害を防ぐ目的で、家庭用として販売

されている、主に合成樹脂製の器具類について、家庭用品品

質表示法(以 下、「家表法」とい う。)に基づき品質表示が定

められている。しかし、業務用の器具類については、家表法

に基づく品質表示の義務づけはない。

そこで、法とJAS法 で同時に規定されている「期限表示」

と同様に、家表法による表示基準の一部事項を器具類に対し

法で規定することにより、先の問題点を解決する端緒にでき

ないか検討するため、本調査を実施 した。

(2)調 査方法

ア 調査期間:平 成16年4月 から平成17年2月

イ 対象施設:都 内のスーパー、食器具専門店、市場内販売

業など計151施 設に立入 り、器具類の表示実態について調

査を行った。

ウ 対象品目:家庭用、業務用として市販されている飲食器

(コップ、茶碗、はし、スプーン、ス トロー等)及 び調理

器具(ザ ル、ボール等)

※家庭用と業務用の区分は明確な規定がないため、販売店、

製品の販売単位などにより判断した。

エ 材質表示の信頼性について:検査部門 健康安全研究セ

ンター食品化学部 食品添加物研究科 容器包装研究室

オ 調査内容

(ア)器 具類の違反調査の問題点

都内で過去3年 間(平 成12年 度から15年 度)に 発見

された器具類の違反5事 例について、局に保存されてい

た文書から、違反処理過程における問題点等について調

査した。

(イ)家 表法に基づく表示実態調査

立入り調査した施設のうち、28施 設で写真撮影 した

家庭用210品 目、業務用208品 目、計418品 目の器具類

について、表示内容の調査を行った。

(ウ)表 示者に対する遡 り調査

表示調査した器具類の中から、同一事業者 と思われる

ものを除き、家表法に基づく表示者として氏名、住所又

は電話番号の記載のあった事業者105社 に対し、実際に

連絡が可能か電話による遡 り調査を行った。

(エ)家 表法等に基づく材質表示と鑑別結果の検証

当センター検査部門の研究室に保存されていた過去

7年 間(平 成9年 度から平成15年 度)の 収去検査成績

から、合成樹脂製の器具類、計556品 目について、材質

表示の有無とその鑑別結果の整合性について検証を行

った。

また、新たに本調査においても、都内スーパー等計

10施 設から器具類35品 目を購入し、同様の検証を行っ

た。

(3)結 果及び考察

ア 過去3年 間の違反事例における問題点

平成12年 度から15年 度に発見された器具類の違反事例

は表1の とおりであった。

表1過 去3年 間の違反事例

※)英文のみで記載
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(ア)家 表法に基づく表示者表示がなかった2事 例では、

図1の とおり表示があった事例と比較し、製造者を特定

できるまで一ヶ月余分に時間がかかっていた。これは収

去先において、遡 りのために必要な情報、伝票等から仕

入れ先の特定や答申書等を徴するまでに時間を要 した

ものと推測された。

図1違 反処理日数(日)

(イ)表 示者表示があった3事 例の うち2事 例では、行政

処分対象者が表示を行っていた。

(ウ)全 ての事例でロット管理はされておらず、違反ロッ

トを特定するのは困難であった。違反ロットを特定でき

ず、過去に製造 ・輸入した当該品の全てを回収した事例

もあった。そのため、食品の場合と比較すると、回収終

了までの時間は長かった。

以上のように食品の場合と比較すると、器具類の流通

期間の長さや複雑さなどから、全体の違反処理は長時間

かかっていた。特に、家表法における表示者表示がない

場合は、製造者等の特定に1ヶ 月近く要していた。

イ 器具類の表示実態調査

調査した418品 目の内訳は表2に 示した。

(ア)家 表法の規定に基き、品質表示の実態調査を行った。

家庭用では、家表法で規定されている合

成樹脂の種類、耐熱 ・耐冷温度、取扱注意などの各項

目ついて、おおむね良好に表示されていた。

(イ)家 庭用と務用の各項目の表示実施率を見ると、図2

のとおり家表法で義務づけのある家庭用のほうが全項

目で高かった。

しかし、表示義務のない業務用であっても、例えば、

表示者名82%、 連絡先60%と その実施率が比較的高く、

事業者が消費者保護の観点から積極的に対応 している

ことが推測 された。

表2器 具類の実態調査品目一覧
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図2主 な項目の表示実施率(%)

ウ 表示者に対する遡 り調査

(ア)調 査 した105社 の うち、連絡がとれた事業者 は表3

の とお り98社(93%)で あ り、高い割合で正 しく表示 さ

れていた。

表3遡 り調査結果一覧

(イ)調 査ができた94社 のうち、当該製品の責任を有する

事業者が表示をしていたのは87社(93%)あ った。また、

製品の製造者を把握 していると答えた事業者は、89社

(95%)あ った。

(ウ)こ のことから、表示者 としての記載事項は、違反や

事故が発生した場合、責任所在の追及を迅速に行 うため

に必要な規定であると言える。

(エ)製 造ロットなどの管理をしていないと答えた事業者

は74社(79%)あ った。過去の違反事例から判断しても、

違反や事故が発生した場合、製品回収などの措置を迅速

かつ効果的に行 うためには、製造ロットなどの管理や表

示記載が必要であると思われる。

図3ロ ットの表示について

(オ)ま た、図3に 示すように、製品のカー トン(ダ ンボ

ールなどの外箱)単 位で製造ロットなどの記載をしてい

ると答えた事業者は35社(37%)あ った。このことから、

収去検査時おいては、外箱等の有無及びロット記載の確

認をすることが重要であると考える。

エ 材質表示とその鑑別結果

調査した556品 目中516品 目は、家表法などの規定に基

づき何らかの材質表示がなされていた。

そのうち6品 目(1%)は 、図4の とおり材質表示と材質

鑑別結果が異なっていた。

また、本調査で購入した35品 目中1品 目(3%)は 、材

質表示と材質鑑別結果が異なっていた。

図4過 去7年間の収去品(合成樹脂製器具)の材質表示について

(4)ま とめ

ア 食品とは異なり、器具類は流通経路が複雑で流通期間

が長いという特徴がある。このため、過去の器具類の違反

調査で、調査の端緒となる表示者などの責任所在を示す表

示がないため、流通調査に支障をきたした事例があった。

しかし、家表法に基づく表示者氏名や連絡先表示があれ

ば、調査はより短期間に実施できていた。

イ 家表法に基づく表示者等の信頼性を確認するため、市

販されている器具類の表示者について遡 り調査を行った。

その結果、表示者の記載は高い割合で正しく表示されてい

た。

ウ 表示実態調査では、家表法に基づく品質表示の義務づ

けのない業務用であっても、表示者の表示実施率は比較的

高かった。

以上のことから、器具類に対し、家表法の規定に基づく

「表示者の氏名及び連絡先(住 所又は電話番号)」の2項 目

について、法でも表示を義務づける必要がある。

なお、その際、家表法では表示の義務づけのない業務用

の器具類についても、家庭用と区別なく法で規定すべきだ

と思われる。又、このことは、業務用であって表示が実施
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されている現状から見て、事業者の過度の負担にはならな

いと考える。

また、違反 となった器具類を速やかに市場から排除する

ためには、製品に製造ロットなどを記載させることが望ま

しいと考える。
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10多 摩地域の青果地方卸売市場に入荷する野菜類の食中毒起因菌等の汚染及び流通実態調査

(1)調 査目的

国内における白菜の漬物による集団食中毒事件、米国で

の未加熱の細ネギによるA型 肝炎や青果物を原因とするサ

イクロスポラ症といった野菜の生食等に起因する感染症の

発生が報告されている。

このため、昨年に引き続き、生食用及び漬物の原料にな

る野菜を対象に食中毒起因菌、ウイルス及び原虫等の汚染

実態を調査する。

さらに、今後の監視業務の効率化に役立てるため、多摩

地域の青果地方卸売市場における野菜の流通実態調査を実

施 し、産地別の取扱数量の動向や端境期に輸入される野菜

等の特徴を把握する。

(2)調 査内容

ア 食中毒起因菌等の汚染実態調査

(ア)調査期間

平成16年5月 から11月 まで

(イ)実施方法

多摩地域の青果地方卸売市場、小売店及び生産農家

直売店から野菜を購入して検査を実施 した。

(ウ)検査品目

キャベツ、はくさい等の野菜計110検 体

(エ)検査項目

大腸菌群、大腸菌、病原大腸菌、セレウス菌、ウェ

ルシュ菌、サルモネラ、ノロウイルス、A型 肝炎ウイ

ルス、E型 肝炎ウイルス、その他のウイルス、クリプ

トスポリジウム、サイクロスポラ、ジアルジア、寄生

虫卵

(オ)検査機関

東京都健康安全研究センター多摩支所 微生物研

究科 衛生細菌研究室

東京都健康安全研究センター 微生物部ウイルス

研究科 感染症研究室

東京都健康安全研究センター 微生物部ウイルス

研究科 腸管ウイルス研究室

東京都健康安全研究センター 微生物部病原細菌

研究科 寄生(原)虫 研究室

(カ)検 査方法

上記各研究室の検査法による

イ 野菜類の流通実態調査

多摩地域の青果地方卸売市場計11市 場(以 下、「多摩市

場全体」 とい う。)の べ9開 設者に対 し、取 り扱ってい る

野菜の うち、東京都地方卸売市場条例の規定に基づ くキャ

ベツ等計14品 目(以 下、「主要品 目」とい う。)に ついて、

平成13年 か ら15年 までの月別産地別取扱数量の調査を依

頼 し、紙又は磁気媒体による回答 を得た。

併せて、比較 として平成15年 の東京都中央卸売市場(多

摩ニュー タウン市場を含む)に おける同様の統計情報を同

市場ホームページよりダウンロー ドした。

これ らの情報 をよ り利用 しやすいデータベース とす る

ため、 リス ト形式(先 頭行に、市場名、月、産地名 、主要

品目の各項 目を設定)のExcelス プ レッドシー トに再入力

した。

(3)調 査 結果及び考察

ア 食中毒起因菌等の汚染実態調査結果

今回調査 した野菜は、キャベツ38、 ねぎ35、 は くさ

い25、 レタス5、 バジル5、 エ ンダイブ1、 アル ファル

ファ1、 計110検 体 であった。(表1)

大腸 菌、病原大腸菌、サルモネラ、ノロウイルス、A型

肝炎 ウイルス、E型 肝炎 ウイルス、 原 虫卵 、回虫卵及

び鞭虫卵は、どの検体か らも検出されなかった。

大腸菌群 は、検体全体の約45%か ら検出され、その値

は10/gか ら62×104/gま でであった。

セ レウス菌は、キャベツ等4品 目計18検 体 か ら検出

され、10/0.1gか ら36×102/0.1gま で の値であった。

ウェルシュ菌は、ねぎ2検 体、はくさい1検 体か ら1/g

か ら4/gま での値で検出 された。

今回の検査結果を昨年の もの と比較すると、昨年検出

された大腸菌(ふ き、だいこん、 しょうが、えだまめ各

1検 体、陽性率は全検体数の2.4%)は 、今回は検出 され

なかった。

同様 に、昨年はウェルシュ菌陽性率43.9%、 セ レウス

菌陽性率61.6%で あ ったが、今回は ウェルシュ菌2.7%、

セ レウス菌16.4%と 著 しく低かった。

これは、昨年の検体はだい こん、にんじん等土付きの

野菜が多か ったのに対 し、今回はキャベツ、はくさい等

の葉 茎菜類 が多数を占めたこ とによるもの と推察 され
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た。

その他過去に実施された野菜を対象とした細菌検査

結果 と比較したところ、今回の検出率はどれも低いもの

であった。

イ 野菜類の流通実態調査

平成13年 から15年 までの多摩市場全体の主要品目の取

扱数量合計は、約30万 トン前後と大きな増減なく推移し、

それぞれの主要品 目も同様の傾向であった。(表2)

年間取扱数量の上位4品 目は、3年 ともキャベツ、だい

こん、たまねぎ、はくさいの順であった。

この順位は、平成15年 の中央卸売市場の取扱数量でも

同様であった。(表3)

・主要品目における外国産の割合

多摩市場全体の主要品目取扱数量全体に占める外国産

の割合は、年計で0.20～0.48%と 非常に低く、品目中最も

輸入割合の高いたまねぎにおいても年計でたまねぎ全体

の0.81%～2.88%に 止まっており、どの品目でも端境期に

特に多く輸入される傾向は見られなかった。(表4)

・各青果地方卸売市場別の年間取扱数量

平成13年 から15年 までの多摩地域の各青果地方卸売市

場別の主要品目合計の年間取扱数量を見ると、3年 とも上

位2位 は三鷹、昭島の順であり、1位 の三鷹と最下位の東

村山では59～73倍 程度の差があった。(表5)

・キャベツの平成15年 月別産地別取扱数量

平成15年 の多摩市場全体のキャベツの月別産地別取扱

数量を例にとると、上位から群馬県、愛知県、神奈川県の

順であった。(図1)

同様に、平成15年 の中央卸売市場のキャベツの月別産

地別取扱数量は、上位から愛知県、千葉県、群馬県の順で

あり、多摩市場全体と中央卸売市場とでは、産地に多少の

違いが見られた。(図2)

(4)ま とめ

これまでの調査では、野菜類からはクリプ トスポリジウ

ム等の原虫や寄生虫卵は検出されなかった。食中毒起因菌

等については、土壌由来の細菌にある程度汚染されてはい

るが、直ちに重大な健康被害が発生する危険性は極めて低

いものと推察された。

今回の調査により、野菜類の安全性をある程度確認する

ことができた。今後は一定の時期をみて再度調査の必要性

を検討する。

また、今回過去3年 間の多摩市場全体の主要品目取扱数

量を汎用性の高いリス ト形式のデータベースとして完成さ

せることができた。

これは、様々な項目間で分析が可能なため、残留農薬検

査に係 る対象品目の選定等今後の監視指導に活用できるだ

けでなく、多摩地域の各青果地方卸売市場開設者に情報を

還元することにより、より有効な活用が期待される。

表1野 菜麺の食中毒起因菌等汚染実態調査検査結果

*:検体により、一部重複して検出されたものあり。
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図1多 摩市場全 体におけるキャベツの月別取扱 数量(平 成15年 、トン)

図2東 京都中央卸売市場におけるキャベツの月別取扱数量(平 成15年 、トン)

表2多 摩市 場全体 におけ る主要 品 目の年 間取扱数量(平 成13～15年 、 トン)

表3東 京都中央卸売市場における主要品目の年間取扱数量(平 成15年、 トン)
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表4多 摩市場全体における外国産の主要品目取扱数量(平 成13～15年 、 トン)

表5多 摩地域の各青果卸売市場別主要品目合計の年間取扱数量(平成13～15年 、トン)
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